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１．国民の皆様へ  

2018 年度より、国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構（以下「JAXA」）は、第 4 期中長期目

標に従って業務を開始しました。今中長期目標期間においては、宇宙ベンチャーが独自のアイデア

で新規参入を図り、宇宙新興国の参加が増えるなどの New Space（ニュースペース）と呼ばれる世

界的な潮流が激しくなっており、更なる厳しい競争環境にさらされます。また、宇宙開発機関に求め

られる役割が変化していくと考えています。このような認識の下、以下に示す 4 項目の取組方針を

掲げ、社会に対して宇宙航空技術で新たな価値を提案し研究開発成果の最大化を目指す組織への変

革に取り組むこととしました。その初年度である昨年度においては、これら 4 項目毎に、主に次の

ような取り組みを行いました。

（１）安全保障の確保及び安全・安心な社会の実現

国の安全保障関係機関と連携し、政府が行う宇宙システム全体の機能保証に係る検討への技

術支援、スペース・デブリの観測・除去及び衝突回避技術の向上を目指した研究開発や人工衛

星による船舶検出など安全保障分野におけるニーズに応えた研究開発、データ伝送の秘匿性向

上を図る光衛星間通信技術の研究開発、情報収集衛星の着実な研究開発（受託事業）等を推進

しました。さらに、我が国の自立的な宇宙輸送能力の継続的確保及び向上を図るため、基幹ロ

ケット（H-ⅡA、H-ⅡB 及びイプシロンロケット）の世界最高レベルの能力・品質を維持する

とともに、国際競争力を格段と向上させるための新型基幹ロケット（H3 ロケット）を 2020 年

度初号機打上げに向け着実な開発を進めました。

また、安全・安心な社会の実現に向けて、関係府省等と連携し、リモートセンシング衛星の

研究・開発・運用成果の社会実装化に取り組み、衛星データが国の防災・災害対策、インフラ

の維持管理、地球温暖化のモニタリング等の幅広い分野で有効性を示し、その利用の拡大・浸

透・定着の事例を増やすことができました。特に、2018 年度に発生した大規模な自然災害の際

には、国内外に対し、衛星による緊急観測等の迅速な対応を行いました。

（２）宇宙利用拡大と産業振興

 「宇宙産業ビジョン 2030」（2017 年 5 月 29 日 内閣府宇宙政策委員会決定）、「科学技術基

本計画」等を踏まえ、以下の取組を通じ、宇宙利用の拡大を図るとともに、我が国宇宙産業全

体の拡大に貢献しました。

厳しい国際競争の下で我が国の宇宙産業のシェア拡大を目指し、民間事業者とともに、H3 ロ

ケット、技術試験衛星 9 号機等の研究開発を推進しました。イプシロンロケットについては、

国際競争力を強化するための性能向上を目指した開発を行い、複数衛星の同時打上げを初めて

飛行実証しました。さらに、低コスト・大容量な高速衛星通信ネットワークを実現するための

光・デジタル通信技術、静止軌道からの常時観測を可能とする高精度大型光学センサ技術等将

来の衛星関連技術の高度化に向けた研究開発も推進しました。

また、これまで宇宙分野に参画していなかった新しいプレーヤーとの協業により宇宙開発の

推進と宇宙産業の裾野の拡大を目指した取組を進めました。衛星データ利用については、AI 等
の異分野先端技術に強みを持つ民間事業者・関係機関等と連携し、効率的な衛星データ処理や

新たな情報分析手法の開発を進め、また、衛星データとそれ以外の地上データの統合利用等に

よる新規事業の創出を促進しました。国際宇宙ステーション（ISS）日本実験棟「きぼう」につ
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いては、科学技術・イノベーションを支える研究開発基盤として、創薬分野等において産学官

で幅広く利用していただくとともに、民間事業者による事業の実施を進めました。 
さらに、新たな発想の宇宙利用事業の創出を目指す取組として、民間事業者等との共創型研

究開発プログラム「宇宙イノベーションパートナーシップ（J-SPARC）」を立ち上げ、事業化

までをスコープとして、事業・利用シナリオの企画立案、共同チームによる技術開発・実証を

開始しました。 
このほかにも、「革新的衛星技術実証プログラム」により、宇宙用部品・コンポーネントなど

の軌道上での実証を約２年という短期間かつ低コストで実現して、宇宙産業の競争力強化及び

参入する民間事業者の裾野拡大に貢献しました。その際、小型実証衛星１号機（RAPIS-1）を開

発するにあたってはスタートアップ企業から調達を行い、同時に JAXA が的確な技術支援を行う

新たな制度で実施したことにより、新規に宇宙産業へ参入を検討する民間事業者へのインセン

ティブにもつなげることができました。 
 

（３）宇宙科学・探査分野における世界最高水準の成果創出及び国際的プレゼンスの維持・

向上 
宇宙科学研究については、重点的に取り組むべき学術的課題を明らかにし、これを解決する   

ための長期的・戦略的なシナリオを策定し、国内外の研究機関等との連携のもと、世界的に優

れた研究成果の創出を目指しています。昨年度は、小惑星探査機「はやぶさ２」が、到着した

小惑星リュウグウの地表に岩が多く想定外であったことを克服し、ローバ等の分離・着地に続

き、タッチダウンにも成功しました。このほかにも、金星探査機「あかつき」やジオスペース

探査衛星「あらせ」による探査・観測が、世界トップクラスの科学的成果を創出しました。宇

宙科学・探査については長期的な視点での取組が必要であり、このため宇宙科学ミッションの

プログラム化を行い、効率的かつ効果的な研究開発の促進に着手しました。さらに、人材の育

成及び流動性確保のための取組を積極的に進めました。 
国際共同で人類の活動領域を拡大する「国際宇宙探査」については、我が国の国際的プレゼ

ンスの維持・向上や我が国の権利と技術の確保等を目指し、主体的に技術面を含めた我が国の

計画の提案・実施を行うとともに、我が国の優位性を発揮できる技術や他分野への波及効果が

大きく今後伸ばしていくべき技術の早期実証に取り組んでいます。2018 年度は、宇宙ステー

ション補給機「こうのとり」7 号機打上げと小型回収カプセルの海上回収の成功により、我が

国は初めて ISS から物資の回収（タンパク質結晶サンプルの低温状態での回収）を実現しまし

た。さらに、我が国が ISS 計画において基幹的な役割を果たしていることを通じて、NASA が

主導する次世代の国際宇宙探査計画（月近傍 Gateway 計画）の立上げに際し我が国のプレゼ

ンスを示すことができました。さらに、異分野の人材・知識を集めたオープンイノベーション

方式を取り入れた「宇宙探査イノベーションハブ」において、宇宙探査のニーズ・課題を踏ま

えて地上産業のニーズを取り込んだ活動に取り組むことで、小型かつ広範囲の出力範囲で高効

率で発熱の極めて少ない世界最高性能のモータなど、宇宙探査と地上事業の双方に有用な世界

最高水準の先端技術を実現しました。 
 
（４）航空産業の振興・国際競争力強化 

  社会の飛躍的な変革に向けた技術革新を目指し、航空環境・安全技術への取組、次世代を切

り開く先進技術への取組、航空産業の持続的発展につながる基盤技術への取組を通じ、我が国

の航空科学技術の国際優位性向上や国際基準策定に貢献しました。特に、JAXA の低騒音化設
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計技術により国内企業を先導し、空港周辺騒音を低減し空港進入時の騒音暴露面積を大幅に減

らすことができる技術を実証しました。また、離着陸への影響が大きい上下風情報をパイロッ

トへ提供するシステムは、エアラインと空港の協力を得た運用評価試験を経て国内外の空港へ

展開する見通しを得ました。さらに、災害救援航空機情報共有ネットワーク（D-NET）の運用

拡大のために開発した D-NET WEB は、技術移転して製品化され防災機関に納入される等、

実利用につながりました。

また、世界に誇る国内の電動要素技術などを航空機技術と糾合するオープンイノベーション

の手法により、抜本的な CO2 排出削減が可能な電動航空機の実現と新規産業の創出を目的と

して、JAXA が中核となり航空機電動化コンソーシアム（ECLAIR）を立ち上げました。 

2019 年度も、個別の事業を引き続き着実に進めるとともに、政府全体の宇宙開発利用を技術で支

える中核的実施機関として、JAXA 一丸となって日本の宇宙・航空分野における新たな価値の創

出、先導する研究開発に果敢に挑戦し続けてまいります。

2018 年度の主な成果等 

2018 年 
5 月 

事業コンセプト検討や出口志向の技術開発・実証等を民間事業者等と JAXA が共

同で行い、新しい事業を創出することを目的とする、「宇宙イノベーションパート

ナーシップ（J-SPARC）」を開始した（※2018 年度末までに計 19 件の共創活動を

実施）。

国際宇宙ステーション（ISS）日本実験棟「きぼう」からの超小型衛星放出事業を

行う民間事業者に Space BD（株）及び三井物産（株）を選定した（2018 年 2 月

に企画提案を募集）。

7 月 （株）IHI、川崎重工業（株）、（株）SUBARU、（株）日立製作所、三菱重工航空エ

ンジン（株）、三菱電機（株）、及び経済産業省との連携のもと、CO2 排出などの環

境負荷を抜本的に低減する航空機の電動化技術を開発するとともに、日本の航空

産業の飛躍的な拡大に向けて産業界のイニシアチブを醸成することを目的とした

「航空機電動化（ECLAIR）コンソーシアム」を発足した。 

9 月 北海道胆振東部地震において、国土交通省等からの要請のもと、陸域観測技術衛星

「だいち 2 号（ALOS-2）」による緊急観測を実施した。当該観測データにより現

地の大規模崩壊等の迅速な把握を可能とし、関係者への警戒避難への助言が行わ

れた。

宇宙ステーション補給機「こうのとり」7 号機（HTV7）を搭載した H-IIB ロケッ

ト 7 号機を打ち上げた。H-IIB ロケットは HTV によるミッション成功率 100％を

維持。HTV7 に搭載・分離した小型回収カプセルの回収にも成功し、国際宇宙ステ 
ーション（ISS）から実験サンプルを無事に地上に持ち帰るとともに、有人宇宙機

へつながる新たな再突入技術を実証した。
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小惑星探査機「はやぶさ２」から搭載ローバの MINERVA-II1 を分離し、小惑星リ

ュウグウへの着地に成功した。 

10 月 「はやぶさ２」から搭載ランダーの MASCOT（DLR：ドイツ航空宇宙センターと

CNES：フランス国立航空宇宙センターにより開発）を分離し、リュウグウへの着

地に成功した。 
ESA（欧州宇宙機関）と共同の国際水星探査計画 BepiColombo（ベピコロンボ）

ミッションについて、水星磁気圏探査機「みお（MMO）」（JAXA 開発）及び水星

表面探査機（MPO）を搭載したアリアン 5 型ロケットの打上げが南米フランス領

ギアナのギアナ宇宙センターより行われ、成功した。 

H-IIA ロケット 40 号機にて温室効果ガス観測技術衛星２号「いぶき２号」

（GOSAT-2）及びアラブ首長国連邦の観測衛星「ハリファーサット」（Khalifasat）
の打上げに成功した。 

12 月 インドネシアでの津波発生を受け、「だいち 2 号」による緊急観測を実施。観測に

より火山活動による地形変化を捉え、結果を関係機関に提供。当該観測結果は、イ

ンドネシア防災機関等にも提供され、現地での被害状況把握などに利用された。 

2019 年 
1 月 

金星探査機「あかつき」が金星の雲の中に巨大な筋条構造を発見。数値シミュレー

ションによる再現・メカニズム解明にも成功した。 

 革新的衛星技術実証プログラムによる最初の実証機会として、イプシロンロケット４

号機にて７基の衛星を打ち上げ、太陽同期軌道へ投入した。これにより、イプシロン

ロケットとして初めて複数衛星の同時打上げに成功した（打ち上げた衛星のうち１機

は、JAXA として初めて宇宙スタートアップ企業に対し衛星の開発・試験・運用を委

託したもの）。 

2 月 宇宙探査イノベーションハブは、新明和工業株式会社、大分大学、日本文理大学、

茨城大学、静岡大学との共同研究成果として、小型で高効率な、世界最高クラスの

モータの開発を行った。        

「はやぶさ２」が小惑星リュウグウへの接地（第１回タッチダウン）に成功した。 

3 月 「きぼう」船外利用における軌道上利用サービス提供事業にかかる民間事業者に、

Space BD（株）を選定した（2018 年 12 月に企画提案を募集）。 

将来的な有人表面探査技術の確立に向け、宇宙開発を通じた技術力向上と自動車

技術への応用を目指すトヨタ自動車（株）の参画（連携協力協定締結）を得て、キ

ーとなる有人与圧ローバの概念検討を開始した。 
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２．法人の基本情報  
（１）法人の概要 
①目的  

大学との共同等による宇宙科学に関する学術研究、宇宙科学技術（宇宙に関する科学技術を

いう。以下同じ。）に関する基礎研究及び宇宙に関する基盤的研究開発並びに人工衛星等の開発、

打上げ、追跡及び運用並びにこれらに関連する業務を、宇宙基本法（平成二十年法律第四十三号）

第二条の宇宙の平和的利用に関する基本理念にのっとり、総合的かつ計画的に行うとともに、航

空科学技術に関する基礎研究及び航空に関する基盤的研究開発並びにこれらに関連する業務を

総合的に行うことにより、大学等における学術研究の発展、宇宙科学技術及び航空科学技術の水

準の向上並びに宇宙の開発及び利用の促進を図ることを目的とする。 
（国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構法第４条） 

② 業務の範囲 
一．  大学との共同その他の方法による宇宙科学に関する学術研究を行うこと。  
二．  宇宙科学技術及び航空科学技術に関する基礎研究並びに宇宙及び航空に関する基盤的研究

開発を行うこと。  
三．  人工衛星等の開発並びにこれに必要な施設及び設備の開発を行うこと。  
四．  人工衛星等の打上げ、追跡及び運用並びにこれらに必要な方法、施設及び設備の開発を行うこ

と。  
五．  前各号に掲げる業務に係る成果を普及し、及びその活用を促進すること。  
六．  第三号及び第四号に掲げる業務に関し、民間事業者の求めに応じて援助及び助言を行うこと。 
七．  機構の施設及び設備を学術研究、科学技術に関する研究開発並びに宇宙の開発及び利用を行

う者の利用に供すること。  
八．  宇宙科学並びに宇宙科学技術及び航空科学技術に関する研究者及び技術者を養成し、及びそ

の資質の向上を図ること。  
九．  大学の要請に応じ、大学院における教育その他その大学における教育に協力すること。  
一〇．  前各号の業務に附帯する業務を行うこと。  

（国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構法第１８条）  

③ 沿革 
2003年（平成 15年）10月 文部科学省宇宙科学研究所（ISAS）、独立行政法人航空宇宙技術研究所

（NAL）、宇宙開発事業団（NASDA）が統合し、独立行政法人宇宙航空研究開発機構（JAXA）が発

足。 
2015 年（平成 27 年）4 月 国立研究開発法人へ移行。 

④ 設立根拠法 
国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構法（平成 14 年法律第 161 号） 

⑤ 主務大臣（主務省所管課等） 
文部科学大臣 （研究開発局 宇宙開発利用課） 
総務大臣 （国際戦略局 宇宙通信政策課） 
内閣総理大臣（内閣府 宇宙開発戦略推進事務局） 
経済産業大臣（製造産業局 航空機武器宇宙産業課 宇宙産業室） 
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理  事  長　　 山川　宏

副理事長　 　 山本　静夫

理　　　事　　　布野　泰広

監事室　　　　大角　泰正

理事補佐　　五味　淳 理　　　事　　　若田　光一

理　　　事　　　國中　均

理事補佐　　中川　敬三 理　　　事　　　佐野　久

理事補佐　　宇治野　功 理　　　事　　　中村　雅人

理　　　事　　　鈴木　和弘

経営推進部　　　　　 石井　康夫 第一宇宙技術部門 宇宙科学研究所

部門長　 （兼務）布野　泰広 所長　 （兼務）國中　均

評価・監査部 佐藤　雅彦

事業推進部　　　　　　　　　　　　 佐藤　寿晃 ［副所長］ （兼務）藤本　正樹

ワーク・ライフ変革推進室 青田 知恵

[宇宙輸送技術統括] （兼務）鈴木　裕介 科学推進部　　　　　 三好　寛

総務部　　　　　　　 星野　利彦

宇宙輸送安全計画ユニット 石原　和臣 宇宙科学国際調整主幹 東覚　芳夫

人事部　　　　　　　 内木　悟 宇宙科学広報・普及主幹 （兼務）生田　ちさと

宇宙輸送系基盤開発ユニット （事代）布施　竜吾

財務部　　　　　　 高山　宏 ［研究総主幹］ （兼務）久保田　孝

H3ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾁｰﾑ 岡田　匡史

調達部　　　　　 寺田　弘慈 宇宙物理学研究系　　　　 （研究主幹）山田　亨

ｲﾌﾟｼﾛﾝﾛｹｯﾄﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾁｰﾑ 井元　隆行 太陽系科学研究系　　 （研究主幹）斎藤　義文

学際科学研究系　　　　　　 （研究主幹）稲富　裕光

広報部　　　 鈴木　明子 鹿児島宇宙ｾﾝﾀｰ　　　 藤田　猛 宇宙飛翔工学研究系　　　　　 （研究主幹）佐藤　英一

宇宙機応用工学研究系　　 （研究主幹）山田　隆弘

調査国際部　　　　　 庄司　義和 ＿打上管制安全評価ユニット （兼務）長田　弘幸

［宇宙科学プログラムディレクタ］ （兼務）満田　和久

　ワシントン駐在員事務所　 小野田 勝美 ＿飛行安全ユニット （兼務）石原　和臣

　パリ駐在員事務所　　 木下　圭晃 宇宙科学ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ室 三保　和之

　バンコク駐在員事務所　　 辻　政信 ＿射場技術開発ユニット 長田　弘幸 GEOTAILプロジェクトチーム　　　 （兼務）斎藤　義文

ASTRO-EIIプロジェクトチーム　 （兼務）石田　学

新事業促進部 岩本　裕之 ＿内之浦宇宙空間観測所 （兼務）峯杉　賢治 SOLAR-Bプロジェクトチーム　　 （兼務）清水　敏文

Bepi Colomboプロジェクトチーム （兼務）早川　基

［統括チーフエンジニア］ （兼務）中川　敬三 [衛星ｼｽﾃﾑ開発統括] （兼務）舘　和夫 惑星分光観測衛星ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾁｰﾑ （兼務）山﨑　敦

チーフエンジニア 鈴木　裕介 はやぶさ２ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾁｰﾑ （兼務）津田　雄一

チーフエンジニア 本田　雅久 EarthCARE/CPRﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾁｰﾑ 富田　英一 深宇宙探査用地上局ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾁｰﾑ 沼田　健二

チーフエンジニア 植松　洋彦 GOSAT-2ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾁｰﾑ 平林　毅 SLIMプロジェクトチーム　 （兼務）坂井　真一郎

チーフエンジニア （兼務）岩田　隆敬 JDRSﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾁｰﾑ 高畑 博樹 X線分光撮像衛星ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾁｰﾑ 前島 弘則

チーフエンジニア （兼務）紀伊　恒男 先進光学衛星ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾁｰﾑ 匂坂　雅一

チーフエンジニア 高橋　哲雄 先進ﾚｰﾀﾞ衛星ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾁｰﾑ 鈴木　新一

技術試験衛星9号機ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾁｰﾑ 深津　敦 ［研究基盤・技術統括］　　 （兼務）森田　泰弘

チーフエンジニア室 稲場　典康 温室効果ｶﾞｽ観測技術衛星3号機（GOSAT-3）ﾌﾟﾘﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾁｰﾑ （兼務）平林　毅

大学共同利用実験調整グループ （兼務）吉田　哲也

［情報化統括］ （兼務）中道　正仁 基盤技術グループ （兼務）森田　泰弘

[宇宙利用統括] 松浦　直人 先端工作技術グループ 岡田　則夫

セキュリティ・情報化推進部 川上　道生 大気球実験グループ （兼務）吉田　哲也

衛星利用運用ｾﾝﾀｰ　 内藤　一郎 観測ロケット実験グループ （兼務）羽生　宏人

［信頼性統括］ （兼務）宇治野　功 能代ロケット実験場 （兼務）石井　信明

S&MA総括 鳥井　義弘 地球観測研究ｾﾝﾀｰ　　 （兼務）松浦　直人 あきる野実験施設 （兼務）後藤　健

S&MA総括 小林　亮二 科学衛星運用・ﾃﾞｰﾀ利用ﾕﾆｯﾄ 竹島　敏明

S&MA総括 南野　浩之 ＿[地球観測ｾﾝﾀｰ] （兼務）藤澤　達也 月惑星探査データ解析グループ （兼務）大嶽　久志

S&MA総括 鈴木　浩一 地球外物質研究グループ （兼務）圦本　尚義

ALOS-2ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾁｰﾑ （兼務）祖父江 真一 深宇宙追跡技術グループ （兼務）山田　隆弘

安全・信頼性推進部　　　　 泉　達司 GCOMﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾁｰﾑ 田中 一広

施設部　　　　　　　　 森山　繁 SLATSﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾁｰﾑ 佐々木　雅範

衛星測位システム技術ユニット 井上　浩一 航空技術部門 部門長　 （兼務）佐野　久

周波数管理室 市川　麻里

事業推進部 村上　哲

追跡ネットワーク技術センター 小川　眞司 第二宇宙技術部門

部門長　 （兼務）今井　良一 ［航空プログラムディレクタ］　 吉田　憲司

SSAシステムプロジェクトチーム 松浦　真弓

増田宇宙通信所 （兼務）大境　恵子 FQUROHﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾁｰﾑ 山本　一臣

勝浦宇宙通信所 （兼務）大境　恵子 有人宇宙技術部門 ｺｱｴﾝｼﾞﾝ技術実証（En-Core）ﾌﾟﾘﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾁｰﾑ 山根 敬

沖縄宇宙通信所 （兼務）大境　恵子 　 部門長　 （兼務）若田　光一 航空ｼｽﾃﾑ研究ﾕﾆｯﾄ 牧野　好和

臼田宇宙空間観測所 （兼務）村田 泰宏

［国際宇宙ｽﾃｰｼｮﾝﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑﾏﾈｰｼﾞｬ］ （兼務）筒井　史哉 次世代航空イノベーションハブ 渡辺　重哉

環境試験技術ユニット 施　勤忠

事業推進部 上森　規光 ［基盤技術統括］　 松尾　裕一

宇宙教育推進室 桜庭　望

有人宇宙技術ｾﾝﾀｰ　 筒井　史哉 空力技術研究ユニット 浜本　滋

［筑波宇宙センター所長］ （兼務）今井　良一

筑波宇宙ｾﾝﾀｰ管理部　 渡戸　満 HTV技術ｾﾝﾀｰ　 （兼務）植松　洋彦 飛行技術研究ユニット 藤井　謙司

新型宇宙ｽﾃｰｼｮﾝ補給機ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾁｰﾑ 伊藤　徳政 推進技術研究ユニット 西澤　敏雄

きぼう利用ｾﾝﾀｰ　　　　　　　 小川　志保 構造・複合材技術研究ユニット 中村　俊哉

宇宙飛行士・運用管制ユニット 田崎　一行 数値解析技術研究ユニット 青山　剛史

有人ｼｽﾃﾑ安全・ﾐｯｼｮﾝ保証室 白井　達也

ﾋｭｰｽﾄﾝ駐在員事務所　　　　　　　 阿部　貴宏 研究開発部門 部門長　 （兼務）今井　良一

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ﾓｽｸﾜ技術調整事務所　　　　　　　 村上　敬司 研究戦略部　 張替　正敏

研究推進部　　　　　　　　　 （兼務）張替　正敏

国際宇宙探査センター 佐々木　宏

[角田宇宙センター] （兼務）吉田　誠

事業推進室 （兼務）降旗 弘城

第一研究ユニット 山中　浩二

宇宙探査ｼｽﾃﾑ技術ﾕﾆｯﾄ 佐藤 直樹

第二研究ユニット 杉田　寛之

火星衛星探査機ﾌﾟﾘﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾁｰﾑ （兼務）川勝 康弘

第三研究ユニット 嶋　英志

宇宙探査イノベーションハブ 第四研究ユニット 沖田　耕一

ハブ長 （兼務）久保田　孝

システム技術ユニット 岩田　隆敬

革新的衛星技術実証グループ 香河　英史

センサ研究グループ 木村　俊義

1段再使用飛行実験ﾌﾟﾘﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾁｰﾑ 石本 真二

注）セキュリティ上の理由により、一部の情報については掲載しておりません。

監　　事　　　三宅　正純

監　　事    　小林　洋子

（航空技術部門）

（人事部、財務部、調達部、施設部、ﾜｰ
ｸ・ﾗｲﾌ変革推進室、ｾｷｭﾘﾃｨ・情報化推進
部、宇宙教育推進室）

（担当部署）

（経営推進部、ﾁｰﾌｴﾝｼﾞﾆｱ室、安全・信
頼性推進部）

（第一宇宙技術部門、周波数管理室、追
跡ﾈｯﾄﾜｰｸ技術ｾﾝﾀｰ、環境試験技術ﾕﾆｯ
ﾄ）

（総務部、評価・監査部、広報部、調査国
際部、新事業促進部）

理事補佐　　中道　正仁

理　　　事　　　今井　良一
（第二宇宙技術部門、研究開発部門、筑
波宇宙センター管理部）

理事補佐　　舘　和夫

理事補佐　　倉崎　高明

理事補佐　　上野　精一

（有人宇宙技術部門、宇宙探査ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ
ﾊﾌﾞ、国際宇宙探査ｾﾝﾀｰ）

（宇宙科学研究所）

国立研究開発法人 宇宙航空研究開発機構 （２０１９年３月３１日）
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（２）本社・支社等の住所 

（平成30年度末現在） 

・本社 

東京都調布市深大寺東町７－４４－１ 

電話番号 0422-40-3000 

 

・事業所 

① 東京事務所 

東京都千代田区神田駿河台４－６ 御茶ノ水ソラシティ 

電話番号 03-5289-3600 

② 筑波宇宙センター 

茨城県つくば市千現２－１－１ 

電話番号 029-868-5000 

③ 調布航空宇宙センター 

東京都調布市深大寺東町７－４４－１ 

電話番号 0422-40-3000 

④ 相模原キャンパス 

神奈川県相模原市中央区由野台３－１－１ 

電話番号 042-751-3911 

⑤ 種子島宇宙センター 

鹿児島県熊毛郡南種子町大字茎永字麻津 

電話番号 0997-26-2111 

⑥ 内之浦宇宙空間観測所 

鹿児島県肝属郡肝付町南方１７９１－１３ 

電話番号 0994-31-6978 

⑦ 角田宇宙センター 

宮城県角田市君萱字小金沢１ 

電話番号 0224-68-3111 

⑧ 能代ロケット実験場 

秋田県能代市浅内字下西山１ 

電話番号 0185-52-7123 

⑨ 増田宇宙通信所 

鹿児島県熊毛郡中種子町増田１８８７－１ 

電話番号 0997-27-1990 

⑩ 勝浦宇宙通信所 

千葉県勝浦市芳賀花立山１－１４ 

電話番号 0470-77-1601 
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⑪ 沖縄宇宙通信所 

沖縄県国頭郡恩納村字安富祖金良原１７１２ 

電話番号 098-967-8211 

⑫ 臼田宇宙空間観測所 

長野県佐久市上小田切大曲１８３１－６ 

電話番号 0267-81-1230 

⑬ 地球観測センター 

埼玉県比企郡鳩山町大字大橋字沼ノ上１４０１ 

電話番号 049-298-1200 

 

・海外駐在員事務所 

① ワシントン駐在員事務所 

2120 L St., NW, Suite 205, Washington, DC 20037, U.S.A. 

電話番号 +1-202-333-6844 

② パリ駐在員事務所 

28 ｒue de Berri, 75008 Paris, France 

電話番号 +33-1-4622-4983 

③ バンコク駐在員事務所 

B.B.Bldg., Room 1502, 54 Asoke Road., Sukhumvit 21, Bangkok 10110, Thailand 

電話番号 +66-2260-7026 

④ ヒューストン駐在員事務所 

18050 Saturn Lane, Suite 310, Houston, TX 77058, USA 

電話番号 +1-281-333-5999 

⑤ モスクワ技術調整事務所 

12 Trubnaya Street,Moscow 107045, Russia 

電話番号 +7-495-787-27-61 

 

・分室 

① 小笠原追跡所 

東京都小笠原村父島字桑ノ木山 

電話番号 04998-2-2522 

② バンコク分室 

B.B.Bldg., Room 1502, 54 Asoke Road., Sukhumvit 21, Bangkok 10110, Thailand 

電話番号 +66-2260-7026 

③ 西日本衛星防災利用研究センター 

山口県宇部市あすとぴあ４－１－１ 地方独立行政法人山口県産業技術センター３階 

電話番号 050-3362-2900 
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④ 上斎原スペースガードセンター 

岡山県苫田郡鏡野町上齋原１５３７－８ 

電話番号 0868-44-7358 

⑤ 美星スペースガードセンター 

岡山県井原市美星町大倉１７１６－３ 

電話番号 0866-87-9071 

⑥ 調布航空宇宙センター飛行場分室 

東京都三鷹市大沢６－１３－１ 

電話番号 0422-40-3000 

⑦ 名古屋空港飛行研究拠点 

愛知県西春日井郡豊山町大字青山字乗房４５２０－４ 

電話番号 0568-39-3515 

⑧ あきる野分室 

東京都あきる野市菅生１９１８－１ 

電話番号 042-532-7435 

 

 

（３）資本金の状況 

（単位：百万円）
区分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高

政府出資金 544,244 - - 544,244
民間出資金 6 - - 6

資本金合計 544,250 - - 544,250  
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（４）役員の状況 

（平成30年度末現在） 

役職 
（ふりがな） 

氏 名 
任期 担当 主要経歴 

理事長 
（やまかわ ひろし） 

山川 宏 

平成 30年 4月 1日   

～ 

令和 7年 3月 31日 

  

平成 5年 3月 東京大学大学院工学系研究科航空学専攻 

博士課程修了  

平成 5年 4月 宇宙科学研究所 

平成 18年 9月 京都大学生存圏研究所宇宙圏航行ｼｽﾃﾑ工

学分野教授 

平成 22 年 7 月 内閣官房宇宙開発戦略本部事務局長(兼

任) 

平成 24年 7月 内閣府宇宙政策委員会委員(兼任) 

副理事長 

(常勤) 

（やまもと しずお） 

山本 静夫 

平成 30年 4月 1日    

～ 

令和 2年 3月 31日 

経営推進部、チーフ

エンジニア室、安

全・信頼性推進部

担当 

昭和 52年 3月 名古屋大学工学部航空学科卒業                                              

昭和 52年 4月 宇宙開発事業団 

平成 21年 4月 (独)宇宙航空研究開発機構人事部長 

平成 24年 7月 同 宇宙輸送ﾐｯｼｮﾝ本部宇宙利用統括 

平成 25年 1月 同 執行役 

平成 25年 4月 同 理事 

理事 

(常勤) 

（ふの やすひろ） 

布野 泰広 

平成 29年 4月１日   

～ 

令和 2年 3月 31日 

第一宇宙技術部門、

周波数管理室、追跡

ネットワーク技術

センター、環境試験

技術ユニット担当 

昭和 56年 3月 東京大学大学院工学系研究科航空学専門

課程修士課程修了  

昭和 56年 4月 宇宙開発事業団  

平成 21年 4月 (独)宇宙航空研究開発機構宇宙輸送ﾐｯｼｮ

ﾝ本部事業推進部長  

平成 27年 4月 同 執行役  

平成 28年 11月 同 技術参与 

理事 

(常勤) 

（いまい りょういち） 

 今井 良一 

平成 27年 4月 1日     

～ 

令和 2年 3月 31日 

第二宇宙技術部門、 

研究開発部門、筑波

宇宙センター管理

部担当 

昭和 56年 3月 京都大学大学院工学研究科電子工学専攻 

修士課程修了 

昭和 56年 4月 宇宙開発事業団  

平成 25年 4月 (独)宇宙航空研究開発機構第二衛星利用 

ﾐｯｼｮﾝ本部ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾏﾈｰｼﾞｬ   

平成 25年 6月 同 研究開発本部研究推進部長 

理事 

(常勤) 

（わかた こういち） 

 若田 光一 

平成 30年 4月 1日     

～ 

令和 2年 3月 31日 

有人宇宙技術部門 

宇宙探査イノベー

ションハフ゛、国際

宇宙探査センター

（火星衛星探査機

プリプロジェクト

を除く）担当 

平成 16年 3月 九州大学大学院工学府航空宇宙工学専攻 

博士課程修了 

平成 4年 6月 宇宙開発事業団  

平成 12年 4月 同 宇宙環境利用ｼｽﾃﾑ本部宇宙環境利用

推進部宇宙飛行士 

平成 28年 4月 （独）宇宙航空研究開発機構有人宇技術

部門有人宇宙技術ｾﾝﾀｰ長 

理事 

(常勤) 

（くになか ひとし） 

國中 均 

平成 30年 4月 1日     

～ 

令和 2年 3月 31日 

宇宙科学研究所、 

国際宇宙探査セン

ター（火星衛星探査

機プリプロジェク

ト）担当 

昭和 63年 3月 東京大学大学院工学系研究科航空学専攻

博士課程修了 

昭和 63年 4月 宇宙科学研究所 

平成 17年４月 （独）宇宙航空研究開発機構宇宙科学研

究本部宇宙輸送工学研究系教授 

平成 27年 4月 同 宇宙探査ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝﾊﾌﾞ長(兼務) 

平成 29年 4月 同 宇宙科学研究所副所長(兼務) 
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役職 
（ふりがな） 

氏 名 
任期 担当 主要経歴 

理事 

(常勤) 

（さの ひさし） 

 佐野 久 

平成 30年 4月 1日     

～ 

令和 2年 3月 31日 

航空技術部門担当 

平成 7年 9月 宇都宮大学大学院博士後期課程生産・情 

報工学専攻修了 

昭和 61年 4月 本田技研工業(株）((株)本田技術研究所 

栃木研究所） 

平成 21年 6月 Honda R&D Americas,Inc. Ohio Center, 
車両実験室部門責任者 

平成 23年 7月 同 戦略技術企画室部門責任者 

平成 28年 4月 (株)本田技術研究所上席研究員(兼務) 

理事 

(常勤) 

（なかむら まさと） 

 中村 雅人 

平成 30年 4月 1日     

～ 

令和 2年 3月 31日 

総務部、評価・監査

部、広報部、調査国

際部、新事業促進部

担当 

昭和 59年 3月 筑波大学第 3学群基礎工学類卒業 

昭和 59年 4月 科学技術庁 

平成 17年 4月 文部科学省研究開発局原子力研究開発課  

        長 

平成 19年 4月 北海道大学大学院工学研究科教授 

平成 26年 1月 内閣府宇宙戦略室審議官   

平成 28年 4月 （国）量子科学技術研究開発機構理事 

理事 

(常勤) 

（すずき かずひろ） 

鈴木 和弘 

平成 30年 1月 1日 

～ 

令和 2年 3月 31日 

人事部、財務部、調

達部、施設部、ワー

ク･ライフ変革推進

室、セキュリティ・

情報化推進部、宇宙

教育推進室担当 

昭和 60年 3月 慶應義塾大学法学部法律学科卒業   

昭和 60年 4月 宇宙開発事業団  

平成 20年 6月 有人宇宙ｼｽﾃﾑ(株)総務企画部長 

平成 22年 4月 （独）宇宙航空研究開発機構宇宙科学研

究所科学推進部長 

平成 25年 4月 同 契約部長   

平成 27年 4月 同 人事部長 

監事 

(常勤) 

（みやけ まさずみ） 

三宅 正純 

平成 30年 9月 1日    

～ 

令和 6年度財務諸表

承認日 

  

昭和 57年 3月 東京大学工学部航空学科卒業  

昭和 57年 4月 宇宙開発事業団  

平成 24年 7月 （独）宇宙航空研究開発機構有人宇宙技 

術部門有人宇宙技術ｾﾝﾀｰ長 

平成 28年 4月 同 調査国際部長 

監事 

(非常勤) 

（こばやし ようこ） 

小林 洋子 

平成 30年 9月 1日    

～ 

令和 6年度財務諸表

承認日 

  

昭和 53年 3月 早稲田大学法学部卒業 

昭和 53年 4月 日本電信電話公社 

平成 20年 6月 NTTｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ(株)取締役法人事業本部 

ﾁｬﾈﾙ営業本部長 

平成 22年 6月 NTTｺﾑﾁｪｵ(株)代表取締役社長 

平成 26年 6月 NTTｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ(株)監査役 

 

（５）常勤職員の状況 

 常勤職員は平成 30 年度末現在において 2,267 人（前期末比 17 人増加、0.8％増）であり、平均

年齢は 44.1 歳（前期末 43.9 歳）となっている。このうち、国等からの出向者は 42 人、民間から

の出向者 299 人、平成 31年 3月 31日退職者は 160人である。 
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３．財務諸表の要約 

 （１）要約した財務諸表 

①貸借対照表 （単位：百万円）

金額 金額

流動資産 流動負債

現金及び預金 54,463 前受金 85,850

その他 234,854 その他 126,552

固定資産 固定負債

有形固定資産 314,873 資産見返負債 200,275

無形固定資産 5,102 長期リース債務 548

投資その他の資産 207 国際宇宙ステーション

未履行債務 40,371

その他 175

453,771

資本金

政府出資金 544,244

その他 6

資本剰余金 △ 370,090

繰越欠損金 18,433

155,728

609,499 609,499

純資産合計

資産の部 負債の部

負債合計

純資産の部

資産合計 負債純資産合計  

②損益計算書 （単位：百万円）

金額

191,548

業務費
人件費 19,026
減価償却費 38,033
その他 96,729

受託費
人件費 1,899
減価償却費 895
その他 30,222

一般管理費
人件費 2,240
減価償却費 61
その他 2,391

財務費用 22
その他 31

210,904

運営費交付金収益 74,201
補助金等収益 15,640
施設費収益 171
受託収入 47,358
その他 73,534

1

△ 25

19,330

その他調整額（Ｄ）

当期総損益（Ｂ-A+Ｃ+Ｄ）

経常費用（Ａ）

経常収益（Ｂ）

臨時損益（Ｃ）
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③キャッシュ・フロー計算書 （単位：百万円）

金額

37,166

人件費支出 △ 23,475
運営費交付金収入 130,694
補助金等収入 52,073
受託収入 37,014
その他収入・支出 △ 159,139

△ 41,799

△ 1,234

0

△ 5,867

60,330

54,463

Ⅴ資金増加額（又は減少額）（Ｅ＝Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ）

Ⅵ資金期首残高（Ｆ）

Ⅶ資金期末残高（Ｇ＝Ｆ＋Ｅ）

Ⅰ業務活動によるキャッシュ・フロー（Ａ）

Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロー（Ｂ）

Ⅲ財務活動によるキャッシュ・フロー（Ｃ）

Ⅳ資金に係る換算差額（Ｄ）

 

 

④行政サービス実施コスト計算書 （単位：百万円）

金額

142,895
損益計算書上の費用 191,596
（控除）自己収入等 △ 48,701

9,930

Ⅲ損益外減損損失相当額 199

Ⅳ損益外利息費用相当額 1

8

97

△ 362

74

△ 30

152,811

（その他の行政サービス実施コスト）

Ⅸ（控除）法人税等及び国庫納付額

Ⅰ業務費用

Ⅱ損益外減価償却相当額

Ⅵ引当外賞与見積額

Ⅴ損益外除売却差額相当額

Ⅶ引当外退職給付増加見積額

Ⅷ機会費用

Ⅹ行政サービス実施コスト  
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（２）財務諸表の科目の説明 

 ①貸借対照表 

科目 説明 

現金及び預金 当座預金及び普通預金 

その他（流動資産） 未成受託業務支出金、貯蔵品等 

有形固定資産 人工衛星、土地、建物など長期にわたって使用または利用する有

形の固定資産 

無形固定資産 ソフトウェア、工業所有権仮勘定等 

投資その他の資産 

 

長期前払費用など有形固定資産及び無形固定資産以外の固定

資産 

前受金 受託契約に伴う給付の完了前に受領した額 

その他（流動負債） 未払金等 

資産見返負債 中期計画の想定の範囲内で、運営費交付金により償却資産及び

重要性が認められるたな卸資産を取得した場合、補助金等によ

り、補助金等の交付目的に従い償却資産を取得した場合等に計

上される負債 

長期リース債務 ファイナンス・リース契約に基づく負債で、１年を超えて支払期限

が到来し、かつ、１件当たりのリース料総額又は一つのリース契約

の異なる科目毎のリース料総額が３百万円以上のもの 

国際宇宙ステーション未履行

債務 

国際宇宙ステーションの運用に必要な共通システム運用経費の分

担等のために、機構と米国航空宇宙局の双方が行う提供済みサ

ービスの差異額 

その他(固定負債) 資産除去債務 

政府出資金 政府からの出資金 

その他（資本金） 民間からの出資金 

資本剰余金 国から交付された施設整備費補助金などを財源として取得した資

産で財産的基礎を構成するもの 

繰越欠損金 機構業務に関連して発生した欠損金の累計額 

 

 ②損益計算書 

科目 説明 

人件費（業務費） 

 

機構業務に係る給与、賞与、法定福利費等、職員等に要する    

経費 

減価償却費（業務費） 機構業務に係る固定資産の取得原価をその耐用年数にわたって

費用として配分する経費 

その他（業務費） 機構業務に係る業務委託費、研究材料費及び消耗品費等 

人件費（受託費） 

 

受託業務に係る給与、賞与、法定福利費等、職員等に要する経

費 

減価償却費（受託費） 受託業務に係る固定資産の取得原価をその耐用年数にわたって

費用として配分する経費 

その他（受託費） 受託業務に係る業務委託費、研究材料費及び消耗品費等 

人件費（一般管理費） 

 

管理部門に係る給与、賞与、法定福利費等、職員等に要する    

経費 
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科目 説明 

減価償却費（一般管理費） 管理部門に係る固定資産の取得原価をその耐用年数にわたって

費用として配分する経費 

その他（一般管理費） 管理部門に係る業務委託費等 

財務費用 支払利息 

その他（経常費用） 雑損 

運営費交付金収益 受け入れた運営費交付金のうち、当期の収益として認識したもの 

補助金等収益 国からの補助金等のうち、当期の収益として認識したもの 

施設費収益 施設整備費補助金を財源とする支出のうち、固定資産の取得原

価を構成しない支出について、費用処理される額に相当する額の

収益への振替額 

受託収入 国及び民間等からの受託業務のうち、当期の収益として認識した

もの 

その他（経常収益） 資産見返負債戻入、雑益等 

臨時損益 主に非経常的に発生した損益を集計したもの 

その他調整額 法人税、住民税及び事業税の要支払額 

 

 ③キャッシュ・フロー計算書 

科目 説明 

業務活動による 

キャッシュ・フロー 

通常の業務の実施に係る資金の状態を表し、サービスの提供等

による収入、サービスの購入等による支出、人件費支出等が該当 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 

将来に向けた運営基盤の確立のために行われる投資活動に係る

資金の状態を表し、固定資産の取得・売却等による収入・支出が

該当 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 

リース債務の返済による支出等が該当 

資金に係る換算差額 外貨建て取引を円換算した場合の差額 

 

 ④行政サービス実施コスト計算書 

科目 説明 

業務費用 行政サービス実施コストのうち、損益計算書に計上される費用 

その他の行政サービス 

実施コスト 

損益計算書に計上されないが、行政サービスの実施に費やされた

と認められるコスト 

損益外減価償却相当額 償却資産のうち、その減価に対応すべき収益の獲得が予定されな

いものとして特定された資産の減価償却費相当額 

損益外減損損失相当額 中期計画等で想定した業務を行ったにもかかわらず生じた減損損

失相当額 

損益外利息費用相当額 費用に対応すべき収益の獲得が予定されないものとして特定

された除去費用等のうち、時の経過による資産除去債務の調

整額 
損益外除売却差額相当額 資本取引により取得した固定資産の除却・売却により発生し

た除売却差額相当額及び独立行政法人会計基準第９９により

生じた国庫納付差額 
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科目 説明 

引当外賞与見積額 財源措置が運営費交付金により行われることが明らかな場合の賞

与引当金見積額 

引当外退職給付増加見積額 財源措置が運営費交付金により行われることが明らかな場合の退

職給付引当金増加見積額 

機会費用 国又は地方公共団体の財産を無償又は減額された使用料により

賃借した場合の本来負担すべき金額等 

(控除)法人税等及び国庫納

付額 

業務費用のうち、行政サービス実施コストから控除される金額 

 

 

 

４．財務情報 

（１）財務諸表の概要 

 

①経常費用、経常収益、当期総損益、資産、負債、キャッシュ・フローなどの主要な財務データの経年

比較・分析 

 

（経常費用） 

平成30年度の経常費用は191,548百万円と、前年度比10,215百万円の減（5%減）となっている。こ

れは、受託費が減少したことが主な要因である。 

 

（経常収益） 

平成30年度の経常収益は210,904百万円と、前年度比22,314百万円の増（12%増）となっている。こ 

れは、資産見返補助金等戻入が増加したことが主な要因である。 

 

（当期総損益） 

上記経常損益の状況から、平成30年度の当期総損益は19,330百万円と、前年度比17,352百万円

の減（47%減）となっている。 

 

（資産） 

平成30年度の資産は609,499百万円と、前年度比3,268百万円の増（1%増）となっている。これは、

未収入金が増加したことが主な要因である。 

 

（負債） 

平成30年度の負債は453,771百万円と、前年度比8,622百万円の減（2%減）となっている。これは、

国際宇宙ステーション未履行債務が減少したことが主な要因である。 
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（業務活動によるキャッシュ・フロー） 

平成30年度の業務活動によるキャッシュ・フローは37,166百万円と、前年度比13,502百万円の収入

増（57%増）となっている。これは、受託業務活動に伴うその他経費支出が前年度比18,171百万円の減

（33%減）となったことが主な要因である。 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

平成30年度の投資活動によるキャッシュ・フローは△41,799百万円と、前年度比3,131百万円の支

出増（8%増）となっている。これは、有形固定資産の取得による支出が前年度比4,313百万円の増

（10%増）となったことが主な要因である。 

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

平成30年度の財務活動によるキャッシュ・フローは△1,234百万円と、前年度比125百万円の支出減

（9%減）となっている。これは、リース債務の返済による支出が前年度比130百万円の減（10%減）となっ

たことが主な要因である。 

 

表　主要な財務データの経年比較
（単位：百万円）

経常費用 229,291 257,231 203,403 201,763 191,548
経常収益 219,891 210,734 201,781 188,589 210,904
当期総損益 △ 9,430 （注1） △ 46,504 （注2） △ 1,649 （注3） 36,682 19,330
資産 624,303 589,835 585,830 606,231 609,499
負債 413,991 445,382 463,444 462,393 453,771
利益剰余金（又は繰越欠損金） △ 26,292 △ 72,796 △ 74,445 △ 37,763 △ 18,433
業務活動によるキャッシュ・フロー 47,310 50,846 41,595 23,664 37,166
投資活動によるキャッシュ・フロー △ 35,857 △ 39,158 △ 36,507 △ 38,668 △ 41,799
財務活動によるキャッシュ・フロー △ 819 △ 1,430 △ 1,707 △ 1,359 △ 1,234
資金期末残高 63,054 73,311 76,693 60,330 54,463

区分
２６年度

第３期中期目標期間
２９年度２８年度２７年度

第４期中長期目標期間

３０年度

 
（注1） 前年度比37,074百万円の著しい減少が生じている。これは、業務費が増加したことが主な要因である。 

（注2） 前年度比44,855百万円の著しい増加が生じている。これは、業務費が減少したことが主な要因である。 

（注3） 前年度比38,331百万円の著しい増加が生じている。これは、臨時損益が増加したことが主な要因である。 

 

 

②セグメント事業損益の経年比較・分析 

 

（Ａ．宇宙政策の目標達成に向けた宇宙プロジェクトの実施） 

（a．衛星測位・衛星リモートセンシング・衛星通信・基盤技術） 

事業損益は14,830百万円と、前年度比14,404百万円の著しい増加となっている。これは受託収

入が前年度比20,338百万円の増（4,990%増）となったことが主な要因である。 
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（b．宇宙輸送システム） 

事業損益は△4,058百万円と、前年度比3,479百万円の著しい減少となっている。これは研究材

料費及び消耗品費が前年度比6,086百万円の増（314%増）となったことが主な要因である。 

 

（ｃ．宇宙科学・探査） 

事業損益は△579百万円と、前年度比945百万円の著しい減少となっている。これは業務委託費

が前年度比1,084百万円の増（126%増）となったことが主な要因である。 

 

（ｄ．有人宇宙活動） 

事業損益は12,744百万円と、前年度比25,822百万円の著しい増加となっている。これは資産見

返負債戻入が前年度比19,398百万円の増（143%増）となったことが主な要因である。 

 

（Ｂ．宇宙政策の目標達成に向けた分野横断的な研究開発等の取組） 

事業損益は△2,604百万円と、前年度比1,769百万円の著しい減少となっている。これは研究材

料費及び消耗品費が前年度比6,729百万円の増（348%増）となったことが主な要因である。 

 

（Ｃ．航空科学技術） 

事業損益は△262百万円と、前年度比923百万円の著しい減少となっている。これは研究材料費

及び消耗品費が前年度比388百万円の増（25%増）となったことが主な要因である。 

 

（Ｄ．宇宙航空政策の目標達成を支えるための取組） 

事業損益は△520百万円と、前年度比5百万円の増加となっている。これは財務費用が前年度比

20百万円の減（56%減）となったことが主な要因である。 

 

（Ｅ．情報収集衛星に係る政府からの受託） 

事業損益は△449百万円と、前年度比894百万円の著しい減少となっている。これは受託収入が

前年度比14,329百万円の減（42%減）となったことが主な要因である。 

 

（法人共通） 

事業損益は252百万円と、前年度比310百万円の著しい増加となっている。これは運営費交付金

収益が前年度比716百万円の増（18%増）となったことが主な要因である。 
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表　事業損益の経年比較
（単位：百万円）

ａ．衛星測位・衛星リモートセンシング・
　　衛星通信・基盤技術

- - - 427 14,830

ｂ．宇宙輸送システム - - - △ 579 △ 4,058
ｃ．宇宙科学・探査 - - - 366 △ 579
ｄ．有人宇宙活動 - - - △ 13,078 12,744

- - - △ 835 △ 2,604

- - - 662 △ 262

- - - △ 525 △ 520

- - - 445 △ 449
- - - △ 58 252

△ 9,400 △ 46,497 △ 1,622 △ 13,174 19,355合計
法人共通
Ｅ．情報収集衛星に係る政府からの受託

第３期中期目標期間 第４期中長期目標期間

２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度
区分

Ｄ．宇宙航空政策の目標達成を支える
　　ための取組

Ｃ．航空科学技術

Ｂ．宇宙政策の目標達成に向けた分野
　　横断的な研究開発等の取組

Ａ．宇宙政策の目標達成に向けた
　　宇宙プロジェクトの実施

 

（注）平成30年度よりセグメント区分の変更が行われたため、セグメント数値は29年度の組替後及び30年度のみ記載

を行っている。 

 

 

③セグメント総資産の経年比較・分析 

 

（Ａ．宇宙政策の目標達成に向けた宇宙プロジェクトの実施） 

（a．衛星測位・衛星リモートセンシング・衛星通信・基盤技術） 

総資産は170,759百万円と、前年度比16,736百万円の増（11%増）となっている。これは人工衛星

が前年度比13,658百万円の増（37%増）となったことが主な要因である。 

 

（ｂ．宇宙輸送システム） 

総資産は122,994百万円と、前年度比8,387百万円の増（7%増）となっている。これは建設仮勘定

が前年度比5,397百万円の増（56%増）となったことが主な要因である。 

 

（ｃ．宇宙科学・探査） 

総資産は64,146百万円と、前年度比63百万円の増（0%増）となっている。これは建設仮勘定が前

年度比3,572百万円の増（15%増）となったことが主な要因である。 

 

（ｄ．有人宇宙活動） 

総資産は93,043百万円と、前年度比18,559百万円の減（17%減）となっている。これは人工衛星

が前年度比4,289百万円の減（37%減）となったことが主な要因である。 
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（Ｂ．宇宙政策の目標達成に向けた分野横断的な研究開発等の取組） 

総資産は11,314百万円と、前年度比1,883百万円の減（14%減）となっている。これは建物が前年

度比261百万円の減（24%減）となったことが主な要因である。 

 

（Ｃ．航空科学技術） 

総資産は45,646百万円と、前年度比756百万円の減（2%減）となっている。これは機械装置が前

年度比1,067百万円の減（20%減）となったことが主な要因である。 

 

（Ｄ．宇宙航空政策の目標達成を支えるための取組） 

総資産は43,026百万円と、前年度比2,372百万円の減（5%減）となっている。これは現金及び預

金が前年度比1,062百万円の減（24%減）となったことが主な要因である。 

 

（Ｅ．情報収集衛星に係る政府からの受託） 

総資産は56,690百万円と、前年度比1,757百万円の増（3%増）となっている。これは未成受託業

務支出金が前年度比5,962百万円の増（14%増）となったことが主な要因である。 

 

（法人共通） 

総資産は1,881百万円と、前年度比106百万円の減（5%減）となっている。これは建物が前年度比

169百万円の減（44%減）となったことが主な要因である。 

 

表　総資産の経年比較
（単位：百万円）

ａ．衛星測位・衛星リモートセンシング・
　　衛星通信・基盤技術

- - - 154,023 170,759

ｂ．宇宙輸送システム - - - 114,607 122,994
ｃ．宇宙科学・探査 - - - 64,083 64,146
ｄ．有人宇宙活動 - - - 111,602 93,043

- - - 13,197 11,314

- - - 46,402 45,646

- - - 45,398 43,026

- - - 54,933 56,690
- - - 1,987 1,881

624,303 589,835 585,830 606,231 609,499

第３期中期目標期間
区分

第４期中長期目標期間

２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度

法人共通
合計

Ａ．宇宙政策の目標達成に向けた
　　宇宙プロジェクトの実施

Ｂ．宇宙政策の目標達成に向けた分野
　　横断的な研究開発等の取組
Ｃ．航空科学技術
Ｄ．宇宙航空政策の目標達成を支える
　　ための取組
Ｅ．情報収集衛星に係る政府からの受託

 

（注）平成30年度よりセグメント区分の変更が行われたため、セグメント数値は29年度の組替後及び30年度のみ記載

を行っている。 
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  ④目的積立金の申請状況、取崩内容等 

該当無し 

 

  ⑤行政サービス実施コスト計算書の経年比較・分析 

平成30年度の行政サービス実施コストは152,811百万円と、前年度比30,778百万円の減（17%減）と

なっている。これは、業務費用が前年度比19,355百万円の減（12%減）となったことが主な要因である。 

 

表　行政サービス実施コストの経年比較
（単位：百万円）

業務費用 170,276 218,428 178,478 162,251 142,895
　　うち損益計算書上の費用 229,408 257,370 215,835 201,854 191,596
　　うち（控除）自己収入等 △ 59,131 △ 38,942 △ 37,357 △ 39,603 △ 48,701
損益外減価償却相当額 25,817 24,416 22,840 21,486 9,930
損益外減損損失相当額 185 49 - 12 199
損益外利息費用相当額 1 1 1 1 1
損益外除売却差額相当額 15 △ 65 127 34 8
引当外賞与見積額 8 197 48 7 97
引当外退職給付増加見積額 △ 1,539 7,395 △ 13,337 △ 319 △ 362
機会費用 1,297 132 247 144 74
　（控除）法人税等及び国庫納付額 △ 25 △ 27 △ 27 △ 26 △ 30

行政サービス実施コスト 196,035 250,527 188,376 183,589 152,811

第３期中期目標期間 第４期中長期目標期間

３０年度
区分

２６年度 ２９年度２８年度２７年度
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（２）重要な施設等の整備等の状況 

 

①当事業年度中に完成した主要施設等 

・クリスマス局空中線設備及び付帯設備（624 百万円） 

・吉信大型ロケット整備組立棟（435 百万円） 

・科学衛星打上げ用Ｍロケット発射装置（139 百万円） 

・サンチアゴ第１可搬局（121 百万円） 

・ミンゲニュー第１可搬局（111 百万円） 

・総合試験棟 音響試験設備（110 百万円） 

 

②当事業年度において継続中の主要施設等の新設・拡充 

・深宇宙探査用地上局の整備（その５） 

 

③当事業年度中に処分した主要施設等 

・増田精測レーダ設備 

（取得価額 385 百万円、減価償却累計額 385 百万円） 

・小笠原精測レーダ設備 

（取得価額 123 百万円、減価償却累計額 123 百万円） 

 

 

（注）上記の主要施設等には、取得価額または当該施設等の機能付加に要した金額１億円以上の施

設等を記載しており、機能的維持を目的としたものは除いている。 
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（３）予算及び決算の概要 

（単位：百万円）

予算 決算 予算 決算 予算 決算 予算 決算 予算 決算 差額理由
収入
　　運営費交付金 113,968 113,968 124,554 124,554 118,505 118,505 123,096 123,096 130,694 130,694
　　施設整備費補助金 6,202 9,833 7,309 6,724 4,861 10,164 10,937 6,759 6,940 8,373 前年度からの繰越による増
　　国際宇宙ステーション開発費補助金 39,985 27,372 30,236 42,850 40,089 38,400 33,266 29,362 27,007 32,173 前年度からの繰越による増
　　地球観測システム研究開発費補助金 17,806 15,178 12,667 15,697 12,352 12,878 8,545 13,553 11,003 11,451
　　基幹ロケット高度化推進費補助金 6,030 6,357 5,138 6,198 6,259 6,483 6,894 6,519 7,453 8,435 前年度からの繰越による増
　　設備整備費補助金 394 2,606 1,099 420 0 1,099 - - - -
　　受託収入 35,805 46,259 31,549 36,948 46,500 50,438 48,125 55,394 30,838 46,061 国等からの受託の増（注１）
　　その他の収入 1,000 893 1,000 976 1,000 773 1,000 1,696 1,000 994

計 221,191 222,466 213,552 234,366 229,566 238,740 231,865 236,379 214,936 238,180
支出
　　一般管理費 6,581 6,834 7,087 7,131 6,938 6,678 5,937 5,958 4,748 4,722
　　事業費 108,387 96,952 118,467 110,094 112,567 121,193 118,159 132,226 126,945 112,218 翌年度への繰越による減
　　施設整備費補助金経費 6,202 9,744 7,309 6,611 4,861 10,112 10,937 6,629 6,940 8,253 前年度からの繰越による増
　　国際宇宙ステーション開発費補助金経費 39,985 27,350 30,236 42,834 40,089 38,342 33,266 29,324 27,007 32,043 前年度からの繰越による増
　　地球観測システム研究開発費補助金経費 17,806 14,918 12,667 15,553 12,352 12,809 8,545 13,344 11,003 11,003
　　基幹ロケット高度化推進費補助金経費 6,030 6,348 5,138 5,960 6,259 6,472 6,894 6,490 7,453 8,363 前年度からの繰越による増
　　設備整備費補助金経費 394 2,557 1,099 392 0 1,088 - - - -
　　受託経費 35,805 43,154 31,549 36,016 46,500 50,229 48,125 57,756 30,838 45,453 国等からの受託の増（注２）

計 221,191 207,857 213,552 224,590 229,566 246,924 231,865 251,726 214,936 222,054

区分 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度
第３期中期目標期間 第4期中長期目標期間

（注１、２）「受託収入」及び「受託経費」には、情報収集衛星の受託に係る収入及び支出を含めて計上している。 

 

（４）経費削減及び効率化に関する目標及びその達成状況 

  ①経費削減及び効率化目標 

当法人においては、第 4 期中長期目標の中で、「効率的な運営の追求及び業務・経費の合理化に

努め、一般管理費について、法人運営を行う上で各種法令等の定めにより発生する義務的経費等の

特殊要因経費を除き、平成 29 年度に比べ中長期目標期間中に 21％以上の効率化を図る。」とされて

いる。 

この目標を達成するため、管理業務の効率化による一般管理費における物件費（特殊要因経費を

除く）の削減を図っていくところである。 

  ②経費削減及び効率化目標の達成度合いを測る財務諸表等の科目（費用等）の経年比較 

 

一般管理費の経年比較 

（単位：百万円）

当中長期目標期間

金額 比率 金額 比率

一般管理費の物件費
（特殊要因経費を除く）

1,877 100% 1,848 98%

29年度
（基準年度）区分 30年度
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５．事業の説明 

（１）財源の内訳 

  ①内訳（補助金、運営費交付金等） 

機構の経常収益は、210,904 百万円で、その内訳は、運営費交付金収益 74,201 百万円（収益の

35%）、受託収入 47,358 百万円（収益の 23%）、補助金等収益 15,640 百万円（収益の 7%）、施設費

収益 171 百万円（収益の 0%）、資産見返負債戻入 72,491 百万円（収益の 34%）、その他 1,042 百万

円（収益の 1%）となっている。 

事業別の収益構造については（２）の記載のとおりである。 

 

  ②自己収入の明細（自己収入の概要、収入先等） 

 自己収入の主なものとしては、政府関係受託収入、民間等受託収入、雑益、財産賃貸等収入であ

る。 

（単位：百万円）
主な自己収入項目 金額

政府関係受託収入 40,638
民間等受託収入 6,720
雑益 426
財産賃貸等収入 422  

 

（２）財務情報及び業務の実績に基づく説明 

機構では、事業単位セグメントで管理しているため、以下セグメント別の財務データに沿って財務デ

ータ及び業務実績等報告書と関連付けた事業説明を行う。 

 

Ａ．宇宙政策の目標達成に向けた宇宙プロジェクトの実施 

ａ．衛星測位・衛星リモートセンシング・衛星通信・基盤技術 

測位衛星及び地上システムからなる我が国の測位システムの高度化、高精度測位情報配信サービスの

実現及び測位衛星技術の利活用拡大を目指し、先進的な技術の研究開発を行う。 

衛星データについて幅広い分野に利用が拡大していく状況を踏まえ、衛星データを利用する官公庁や

民間事業者、地球観測に関する政府間会合等の政府による国際協力の取組等と連携し、研究開発成果

の橋渡しを進めるとともに、ユーザの新たなニーズを捉え、先進的なリモートセンシング衛星の企画・立案、

研究開発・実証、運用・利用等を行う。 

また、官民関係者との適切な役割分担の下、国際競争力を持った次世代の通信衛星バス技術の研究開

発及び実証を行うとともに、大容量のデータ伝送を実現するため、光衛星間通信技術の研究開発及び光

データ中継衛星等による軌道上実証を行う。  

さらに、人工衛星等の安定的な運用や確実な開発に必要な基盤技術である追跡運用技術及び環境試

験技術等の研究開発等を行う。 
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（単位：百万円）

人件費
業務

委託費
研究材料費及
び消耗品費

国際宇宙ｽﾃｰ
ｼｮﾝ分担等経費

減価
償却費

役務費 その他 計
運営費交
付金収益

受託
収入

補助金
等収益

施設費
収益

資産見返
負債戻入

その他 計

3,145 2,181 3,179 - 18,722 12,421 1,728 41,377 - 2 13 10,164 20,746 6,623 7 18,309 374 56,222 14,830

Ａａ.　衛星測位・衛星リモートセンシング・衛星通信・基盤技術

事業損益

事業費用 事業収益
一般

管理費
財務
費用

雑損

 

 

ｂ．宇宙輸送システム 

Ｈ３ロケットについては、低コスト化やユーザの利便性向上等を図ることで、我が国の自立的な打上げ能

力の拡大及び打上げサービスの国際競争力強化に資するよう、ロケットの機体と地上システムを一体とした

総合システムとして着実に開発を行う。 

Ｈ－ＩＩＡ／Ｈ－ＩＩＢロケットについては、国際競争力を強化しつつ、世界最高水準の打上げ成功率とオン

タイム打上げ率を維持するとともに、国内外の衛星打上げ計画に確実に対応していくため、継続的な信頼

性向上の取組及び射場設備への老朽化対応を含め、効率的かつ効果的に基盤技術を維持する。 

固体燃料ロケットシステムであるイプシロンロケットについて、政府が定める衛星打上げ計画に確実に対

応するとともに、イプシロンロケットの切れ目のない運用と国際競争力強化を目的とし、Ｈ３ロケットとのシナ

ジー効果を発揮するための開発と飛行実証を着実に実施する。 

（単位：百万円）

人件費
業務

委託費
研究材料費及
び消耗品費

国際宇宙ｽﾃｰ
ｼｮﾝ分担等経費

減価
償却費

役務費 その他 計
運営費交
付金収益

受託
収入

補助金
等収益

施設費
収益

資産見返
負債戻入

その他 計

1,666 10,280 8,022 - 3,588 6,486 5,202 35,243 - 1 - 18,854 5,444 1,774 66 5,022 26 31,186 △ 4,058

Ａｂ.　宇宙輸送システム

事業費用 事業収益

事業損益
一般

管理費
財務
費用

雑損

 

 

ｃ．宇宙科学・探査 

宇宙科学に係る人類共通の知的資産の創出及び革新的・萌芽的な技術の獲得を通じた新たな宇宙開

発利用の可能性の開拓を目指し、国内外の研究機関等との連携を強化して宇宙科学研究を推進する。 

（単位：百万円）

人件費
業務

委託費
研究材料費及
び消耗品費

国際宇宙ｽﾃｰ
ｼｮﾝ分担等経費

減価
償却費

役務費 その他 計
運営費交
付金収益

受託
収入

補助金
等収益

施設費
収益

資産見返
負債戻入

その他 計

3,427 1,945 1,829 - 5,850 2,570 1,456 17,079 - 2 0 8,926 869 3 0 6,524 179 16,502 △ 579

Ａｃ.　宇宙科学・探査

事業費用 事業収益

事業損益
一般

管理費
財務
費用

雑損
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ｄ．有人宇宙活動 

我が国の科学技術政策や民間ニーズを踏まえ、「きぼう」利用サービスについて、定時化・高頻度化・定

型化等を進める。 

また、国際宇宙ステーション（ＩＳＳ）計画における国際約束に基づく基幹的な役割を果たすとともに、我

が国を通じたＩＳＳ利用機会の提供を海外に広げることで、ＩＳＳ参加各極に留まらず、アジア諸国、国連等と

の関係を強化する。 

さらに、日米協力関係をはじめとする国際協力関係の強化への貢献を見据えつつ、国際共同で人類の

活動領域を拡大する「国際宇宙探査」において、我が国の宇宙探査計画を提案・実施する。 

（単位：百万円）

人件費
業務

委託費
研究材料費及
び消耗品費

国際宇宙ｽﾃｰ
ｼｮﾝ分担等経費

減価
償却費

役務費 その他 計
運営費交
付金収益

受託
収入

補助金
等収益

施設費
収益

資産見返
負債戻入

その他 計

2,573 1,425 2,816 11,029 5,914 6,680 954 31,390 - 0 - 4,089 31 7,031 - 32,942 41 44,135 12,744

一般
管理費

財務
費用

雑損

Ａｄ.　有人宇宙活動

事業費用 事業収益

事業損益

 

 

Ｂ．宇宙政策の目標達成に向けた分野横断的な研究開発等の取組 

国際市場や異分野において競争力を持った新しい事業の創出を目指し、従来の宇宙関連企業だけで

はなく、ベンチャーから大企業まで多様かつ新たな民間事業者等と対等な立場で事業を推進するパートナ

ーシップ型の協業に取り組む。 

また、新たな事業領域の開拓や世界をリードする技術革新により、我が国の宇宙活動の自立的・持続的

発展と関連産業の国際競争力強化に貢献するため、宇宙開発における新たな価値を創出する先導的な

研究開発並びに宇宙産業及びプロジェクトを支える科学技術基盤の強化を行う。 

（単位：百万円）

人件費
業務

委託費
研究材料費及
び消耗品費

国際宇宙ｽﾃｰ
ｼｮﾝ分担等経費

減価
償却費

役務費 その他 計
運営費交
付金収益

受託
収入

補助金
等収益

施設費
収益

資産見返
負債戻入

その他 計

3,819 1,972 8,662 - 710 2,283 1,110 18,556 - 0 8 9,656 171 205 - 5,797 132 15,960 △ 2,604

一般
管理費

財務
費用

雑損

Ｂ.　宇宙政策の目標達成に向けた分野横断的な研究開発等の取組

事業費用 事業収益

事業損益

 

 

Ｃ．航空科学技術 

我が国産業の振興、国際競争力強化に資するため、社会からの要請に応える研究開発、次世代を切り

開く先進技術の研究開発及び航空産業の持続的発展につながる基盤技術の研究開発を行う。 

また、オープンイノベーションを推進する仕組み等も活用し、国内外の関係機関との連携や民間事業者

への技術移転及び成果展開を推進するとともに、公正中立な立場から航空分野の技術の標準化、基準の

高度化等に貢献する取組を行う。 
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（単位：百万円）

人件費
業務

委託費
研究材料費及
び消耗品費

国際宇宙ｽﾃｰ
ｼｮﾝ分担等経費

減価
償却費

役務費 その他 計
運営費交
付金収益

受託
収入

補助金
等収益

施設費
収益

資産見返
負債戻入

その他 計

2,488 228 1,964 - 1,994 1,682 1,325 9,680 - - 0 6,168 412 4 1 2,792 40 9,418 △ 262

一般
管理費

財務
費用

雑損

Ｃ.　航空科学技術

事業費用 事業収益

事業損益

 

 

Ｄ．宇宙航空政策の目標達成を支えるための取組 

国際協力・海外展開の推進及び調査分析、国民の理解増進と次世代を担う人材育成への貢献、プロジ

ェクトマネジメント及び安全・信頼性の確保、情報システムの活用と情報セキュリティの確保、施設及び設備

の維持・運用等に関する事業を行う。 

（単位：百万円）

人件費
業務

委託費
研究材料費及
び消耗品費

国際宇宙ｽﾃｰ
ｼｮﾝ分担等経費

減価
償却費

役務費 その他 計
運営費交
付金収益

受託
収入

補助金
等収益

施設費
収益

資産見返
負債戻入

その他 計

2,459 32 746 - 2,023 4,964 3,186 13,410 - 16 - 11,681 66 - 96 1,033 30 12,906 △ 520

一般
管理費

財務
費用

雑損

Ｄ.　宇宙航空政策の目標達成を支えるための取組

事業費用 事業収益

事業損益

 

 

Ｅ．情報収集衛星に係る政府からの受託 

政府から受託した情報収集衛星に関する事業を行う。 

（単位：百万円）

人件費
業務

委託費
研究材料費及
び消耗品費

国際宇宙ｽﾃｰ
ｼｮﾝ分担等経費

減価
償却費

役務費 その他 計
運営費交
付金収益

受託
収入

補助金
等収益

施設費
収益

資産見返
負債戻入

その他 計

1,346 1,019 5,122 - 127 11,589 865 20,069 - 1 - - 19,619 - - 0 2 19,621 △ 449

一般
管理費

財務
費用

Ｅ.　情報収集衛星に係る政府からの受託

事業費用 事業収益

事業損益雑損

 

 

法人共通 

配賦が不能なもので、主なものは管理部門経費等である。 

（単位：百万円）

人件費
業務

委託費
研究材料費及
び消耗品費

国際宇宙ｽﾃｰ
ｼｮﾝ分担等経費

減価
償却費

役務費 その他 計
運営費交
付金収益

受託
収入

補助金
等収益

施設費
収益

資産見返
負債戻入

その他 計

- - - - - - - - 4,692 - 9 4,664 - - - 72 218 4,954 252

一般
管理費

財務
費用

雑損

法人共通

事業費用 事業収益

事業損益
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６．平成３０年度業務実績 

 

※「2018 年度 業務実績等報告書」に基づく。 
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2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024

2018

2018

2018
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2018

2017

2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024

( )

( )

( )

2017 3

2018

2018
S A
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2018
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2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024

143,277,956

151,612,672

( ) 125,107,264

( ) 22,937,297

( ) 104,541,843

1,004
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2018

7

7

JAXA

ISS

JAXA

JAXA
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( 23(2011) 9 30 )

2015 1 7 3 2023

2017 2 3 4 4
2017 6 15 (GPAS)
2018 4 (TAIMS)
2018 11 1

2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024

2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024

(QZS-1)
2016.02 

(QZS-2 4)

(QZS-5 7)

2018

- 37 -



2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024

379,305

1,124,346

( )

( )

( )

17

2017

2018
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2018

GEO AI

2017 29

JAXA

GOSAT
GCOM-W

SDS-4
GPM/DPR

ALOS-2
GCOM-C

SLATS
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GOSAT-2
GOSAT

/ EarthCARE/CPR

CPR NICT
ESA EarthCARE

ALOS-3
ALOS

ALOS-4
ALOS-2 L SAR

AIS

AMSR2
GOSAT-3

ISS

JAXA

JAXA

- 40 -



2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024

19,664,945

1

2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024

2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024

(GOSAT)

(GCOM-W)
2017.05 ( )

(GPM/DPR) 2017.04 ( )

2
2 (ALOS-2)

2019.06 ( )( )

SDS-4 AIS
(SPAISE)

ALOS-2 AIS
(SPAISE2)

ALOS-2
(CIRC)

CALET
(CIRC)

2019.03 2016.11 

- 41 -



2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024

2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024

2017.12(GCOM-C) 2018.04 

2017.12 2018.04 
(SLATS)

2018.10

2
2 (GOSAT-2) 2019.01 

FY2021 ( )(EarthCARE/CPR)

FY2020 ( )
(ALOS-3)

FY2020 ( )
(ALOS-4)

FY2022 ( )
3

2018 S

JAXA
(2018 12 2019 2 ) ( 1. )

•

• 2018 7
( 2. )

2 (ALOS-2)
2017 36 2018 118

•
( 3. )

ALOS-2
• ( 111 ) ALOS-2

• ALOS-2

(43 ) 2018 6

( 4. )

- 42 -



.
•

•

(GSMaP)
(GPM) GCOM-W)

8 GSMaP
(WMO)

GSMaP
( 6. )

2018 12

( 7. 8. )

Tellus( ) (2019 2 21 )
JAXA (ALOS ALOS-2)

- 43 -



- 44 -



•

•

- 45 -



- 46 -



IPCC (2006 )
“

”
2006

31(2019) 5

JAXA
GOSAT/

GOSAT-2

NASA
OCO-2/

GeoCarb

ESA
Sentinel-5p/

FLEX

CNES
IASI/

MicroCarb/
MERLIN

DLR
MERLIN

GHG( )

+
GHG GHG

CEOS

GHG

• •

•

•

•

- 47 -



- 48 -



2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024

27,580,952

27,852,134

( )

( )

( )

191

2018

- 49 -



- 50 -



- 51 -



2018

ETS- (DRTS) 
WINDS

DRTS

2020

NICT

GPS

ALOS-3

JAXA

WINDS

GPS

- 52 -



ISS

JAXA

JAXA

9
( 28(2016) 5 ) 50%

HTS 28(2016)
36(2024) 129 ( 15 ) HTS
2017 1 2 HTS

2016 GEO 20-25 2017 10 2018 11 *1 World Satellite Business Week 2018
2016 15-18 *2

2) IoT
9

HTS HTS HTS
100Gbps ( 500Gbps) HTS 1

( ) 9
*1  https://spacenews.com/geo-satellite-orders-continued-to-underwhelm-in-2018/
*2  https://spacenews.com/airbus-forecasts-15-to-18-commercial-geo-orders-as-new-annual-norm/

2018 2 JAXA

- 53 -



2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024

2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024

9

FY2021 ( )

FY2019 ( )

2019.02.27 
(WINDS)

2018 B

- 54 -



•
•

•
•

•
•

•
•

•
•
•

•

2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024

11,850,050

14,266,992

( )

( )

( )

29

- 55 -



2018

- 56 -



- 57 -



- 58 -



- 59 -



-90

-60

-30

0

30

60

-90 -60 -30 0 30 60 90 120 150 180

- 60 -



0

0.2

0.4

0.6

0.8

1

1.2

1.4

0 20 40 60 80 100
A

m
pl

itu
de

[G
]

Frequeccy [Hz]

H-IIA Falcon 9 Ariane5

Vega PSLV Dnepr

Epsilon

100

105

110

115

120

125

130

135

140

1/
1 

oc
ta

ve
ba

nd
 S

PL
 [d

B]

Frequency [Hz]

H-IIA(O.A.137.5dB)
H-IIB(O.A.142.7dB)
Falcon9(O.A.131.4dB)
Ariane 5(O.A.139.5dB)
VEGA(O.A.140.3dB)
PSLV(O.A.143.0dB)
Dnepr(O.A.140.2dB)
Epsilon User's Manual(O.A. 135.0dB)
Epsilon F2(O.A. 130.7dB)
Epsilon F3(O.A. 129.4dB)
Epsilon F4(O.A. 130.8dB)

-0.5

-0.4

-0.3

-0.2

-0.1

0.0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

-50 -40 -30 -20 -10 0 10 20 30 40 50

[km]

[d
eg

]

- 61 -



- 62 -



JAXA

IA

3

JAXA
4

KHI

MHI RCS

JAE

MPC

NEC

MHI

IA

KHI

MHI RCS

JAE

MPC

NEC

MHI:

0

1

2

3

4

5

6

95.0%

95.5%

96.0%

96.5%

97.0%

97.5%

98.0%

23 24 25 26 27 28 29 30

- 63 -



2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024

47,187,546

47,111,693

150

- 64 -



- 65 -



2018

SSA

SSA
JAXA SSA

JAXA

ISS

JAXA

JAXA

- 66 -



2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024

6

2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024

2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024

- 67 -



2018 B

2018

14,523 20 km 2 km 25 km 25 km

163 5 10-5

12 2 3 10-4 ( 2 3

6

2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024

2,227,890

1,882,437

( )

( )

( )

9

2018

- 68 -



2018

20 JAXA 24
27

JAXA

AIS

ALOS-4

ALOS-
3

- 69 -



( 25(2013) 12 17 )
IV
1
(3)

( ) ( )
(4)

( ) ( )
(9)

( ) ( )

( 28(2016) 4 1 )
4.
(1)

vi)
MDA

( )

( 30(2018) 5 15 )
2

1.
(1)

( )
( ) (JAXA) (ALOS-3) (ALOS-4) (SLATS)

( SAR ) ( ) ( )

4. (MDA)
(1)

( ) JAXA ALOS-3 ALOS-4 SLATS SAR ( )
MDA ( )

ALOS-3 4 SLATS (AIS)
AIS MDA

( )

- 70 -



2018 A

- 71 -



2018

2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024

27,580,952

27,852,134

( )

( )

( )

191

2017

MDA
MDA

- 72 -



2018

(Mission 
Assurance) 29 20

JAXA

2018 B

•
•
•

•

- 73 -



2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024

2,227,890

1,882,437

( )

( )

( )

9

- 74 -



2018

- 75 -



- 76 -



- 77 -



- 78 -



- 79 -



- 80 -



- 81 -



- 82 -



2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024

17,106,903

17,435,242

307

- 83 -



- 84 -



- 85 -



- 86 -



- 87 -



2018

2020

2024

ISS

2025

ISS
ISS

ISS ISS

(JP-US OP3)
ISS HTV-X( )

ISS

HTV

HTV-X
ISS

ISS

ISS

- 88 -



ISS

JAXA

JAXA

- 89 -



2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024

2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024

III 2018 A

•

•

•

•
•

•
•

•

- 90 -



•

•
•

•

•

•

•

•

~

- 91 -



ISS

•
•

•

•

•

•

•

•

•

- 92 -



© ONETABLE

•

•

•

•

•

•

- 93 -



HTV7 HTV

•

•

Alexander Gerst

JP-US OP3

- 94 -



SDGs

category
1.
2.
3.
4.

2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024

32,218,425

37,140,172

( )

( )

( )

228

- 95 -



2018

- 96 -



- 97 -



2018

/

ISS

ISS

JAXA

JAXA

- 98 -



2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024

12

JAXA

(*2)
4

(*1)JAXA
JAXA-NASA 2018/9
HERACLES / (2018/11
JAXA-ISRO A/ A 2018/12/21
Gateway FSR 2019/2 GW GW
ISS (MCB) GW
ISS/MCB5 2019/3/5

(*2) JAXA
HERACLES 2018/9
ISECG 2018/11

2019/3
ISECG SAM 2019/3

2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024

2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024

- 99 -



2018 A

•

•

•

•

•

•

•

•

•

•

•

Luna 26

Chandrayaan-2

Luna 25

ExoMars
Mars 2020

Mars Moons 
eXploration

EMM
Hope

InSight

2020 2030

draya

Chang’E-5

n 2

Chang’E-4

KPLO

SLIM Luna 27 Resource 
Prospecting 

Mission

JAXA’s
Resource 

Prospector

NASA
SLS & 
Orion

&

ISRU Demo

Mars 
Orbiter 
Missoin-2

HX-1

Chandrayaan-2

Polar Sample
Return

- 100 -



•

•

- 101 -



•

•

•

•

•

•

- 102 -



•
•
•
•
•
•

52%13%

16%

11%

8%

•

•

2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024

385,280

329,458

( )

( )

( )

10

- 103 -



- 104 -



2018

JAXA

ISS

JAXA

JAXA

- 105 -



2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024

8

44

2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024

2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024

ALOS-2

WRC-19

WRC-19CPM19-2CPM19-1
APG19

APG19

- 106 -



2018 A

GPS

TAKUMITA

GPS

MI

ALOS-2

1
MADOCA

- 107 -



45mm

3mm

5g ( )

196mm, 6kg ( )

- 108 -



0

5

10

15

20 188

0

10

20

30

40

50

FY20FY21FY22FY23FY24FY25FY26FY27FY28FY29FY30

43343

144

2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024

4,341,607

4,470,199

63

2018

ITU-R WRC 5
2019 WRC-19 WRC

ITU-R

- 109 -



- 110 -



- 111 -



2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024

16,244,244

16,464,106

18,563,542

2,603,560

18,370,390

371

2018

JAXA
JAXA

JAXA
JAXA

JAXA

- 112 -



ISS

JAXA

JAXA

2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024

372

104

26

340

30

5

- 113 -



2018 S

- 114 -



- 115 -



- 116 -



2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024

880,128

879,387

( )

( )

( )

29

- 117 -



- 118 -



2017

- 119 -



2018

J-SPARC JAXA
J-SPARC PDCA

J-SPARC

JAXA

JAXA

- 120 -



JAXA

10

AI

2018

- 121 -



JAXA

JAXA

LNG

ISS

JAXA

JAXA

- 122 -



2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024

: 57
( 15 )

: 22
( 9 )

39

79
36,

40, 3

*1 16
10,497

*1 55
607,123

670,032

124
9

*1

JAXA

- 123 -



2018 S
(1)

(2)

•
H3

•
ISS

•
JAXA

JAXA
.4.2

• 13
JAXA

•

• JAXA JAXA

•

• JST

•

1. LE-9

4%
H3

LE-9
H3

JAXA JSS2

10%
10%

JSS2

10%% UP

LE-9
LE-9 IHI 2017

2. HTV (HSRC)

3.5G 4G
8.3km 10km 100km

4 2
JAXA

( ) ( )

15 0.4

~0.1mm/s

HTV

HTV 48 2019

- 124 -



3.
2019 1 18

RAPIS-1

RAPIS-1 JAXA

JAXA

RAPIS-1 H-IIA

FPGA JAXA

TMSAP
14V

150W/kg 50W/kg
GPRCS

HAN
FPGA NB-FPGA

FPGA TMSAP
NEC NB-FPGA

TEDA
4

JAXA JAXA 200kg
JAXA

33 32

TMSAP JAXA NBFPGA GPRCS NB-FPGA TEDA

FPGA Field-Programmable Gate Array JAXA

5km
1/10

0.1-0.15kg 1 10%

GNC

FDIR Failure Detection Isolation and Recovery

4. 

JAXA

JAXA

500kg

ESA e.Deorbit 2970kg, 440
13

IADC 36

[sec]

[m
]

GNC Philae

5. 
GNC

GNC

3m
1m 2km
100m

1m FDIR

- 125 -



6. 

124
7 1

2 1 2 1

2.1 JST 2015 2020
4.0 6.7

RFI / RFP
/

289 463 1.6

2018 6 JAXA
Dual Use

JAXA

RFI/RFP

4.2 4.4

2.1 2.1 2.1

3.9

FY2015 FY2016 FY2017

JST
4.4

4.7

FY2018

6.7

4.0

2.1

JAXA

75

1,000 /
2019 4

Dual Use

2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024

15,364,116

15,584,719

( )

( )

( )

342

- 126 -



2018

- 127 -



- 128 -



2018

NOx

F7

CO2

CFD

CFD

JAXA

- 129 -



2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024

128

5

8

42

28

25

- 130 -



2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024

2018 S

- 131 -



1kHz 1kHz

Flow

LES/DES CFD

JAXA Tunnel In the
Sky TIS

TIS

Phased array 

18% scale test at the RTRI Maibara wind tunnel

LES Large Eddy Simulation DES Detached Eddy Simulation

- 132 -



- 133 -



2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024

9,053,830

9,349,850

( ) 9,679,777

( ) 261,584

( ) 10,770,273

221

2017

2018

JAXA

- 134 -



- 135 -



2018 A

X ASTRO-H 2016 3 2017 6
2018

2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024

13,073,170

14,098,702

( ) 13,426,523

( ) 520,057

( ) 14,045,222

204

- 136 -



2018

JICA ADB

APRSAF

COPUOS

JAXA

JAXA

.2 JAXA
JAXA

MOU

2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024

40

7,229

- 137 -



2018 A

(

- 138 -



- 139 -



- 140 -



2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024

643,141

592,982

( )

( )

( )

26

- 141 -



2018

- 142 -



- 143 -



2018

JAXA

JAXA

JAXA

JAXA
JAXA

.2
JAXA

2018

- 144 -



- 145 -



with

- 146 -



- 147 -



62

50

NHK
35

5 2

2017 2014 5

50

2018 JAXA

- 148 -



- 149 -



JAXA 
JAXA

2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024

1,124,015

1,100,089

( )

( )

( )

32

- 150 -



- 151 -



- 152 -



2018

JAXA

JAXA

.2 JAXA

2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024

100

- 153 -



2018 A
X ASTRO-H 2016 3 2017 6

2018

1

2

3
2018 11

4 JAXA JAXA

ALE-1

4

(HTV)7 HTV 2 (GOSAT-2)
1 Bepi Colombo

2018

HTV

GOSAT-2

1

Bepi Colombo

ISS

- 154 -



1

2

2

3

3

ISAS

ISAS

ISAS

ISAS

ASTRO-H

CEO
CE

PM / SE 

PM / SE

& S&MA*

S&MA 
S&MA 
S&MA

&

*S&MA… Safety & Mission Assurance

- 155 -



2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024

1,821,166

1,816,470

( )

( )

( )

66

- 156 -



2018

- 157 -



- 158 -



- 159 -



- 160 -



2018

JAXA

JAXA

.2
JAXA

JAXA

JAXA

- 161 -



2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024

0

2018 A

- 162 -



- 163 -



- 164 -



2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024

4,260,910

4,731,602

( )

( )

( )

45

2017

- 165 -



- 166 -



2018

.2 JAXA
JAXA JAXA

JAXA

- 167 -



2018 A

•

66

- 168 -



- 169 -



2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024

5,223,939

5,857,560

( )

( )

( )

35

2017

- 170 -



2018

- 171 -



2018 A

- 172 -



2017

2018

2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024

28,538,178

25,357,612

( ) 20,069,680

( ) 448,974

( ) 434,991

110

2018

JAXA

2017 21
2017

27
25

27 5 25

- 173 -



2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024

21% 2017 - 1.5

7 2017 - 1.1

2017

2018 B

- 174 -



1 1

2
3 2018( 30) 2017( 29)
4

1
2
3 2018( 30) 2017( 29)

2017 29) 2018 30)

2 626 36.8% 701 38.3% 75 12.0%
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７．事業等のまとまりごとの予算・決算の概況 

（単位：円）

 Ａ．宇宙政策の目標達成に向けた宇宙プロジェクトの実施

予算額
①

決算額
②

差額
① － ② 備考

収入

89,149,087,993 89,149,087,993 0

(17,632,567,000) (17,632,567,000) (0) （注１）

施設整備費補助金 6,249,077,000 7,103,788,551 △ 854,711,551 前年度からの繰越による増

国際宇宙ステーション開発費補助金 27,006,899,000 32,172,867,577 △ 5,165,968,577 前年度からの繰越による増

地球観測システム研究開発費補助金 11,003,118,000 11,450,918,000 △ 447,800,000

基幹ロケット高度化推進費補助金 7,393,328,000 8,117,003,368 △ 723,675,368

受託収入 1,758,972,860 19,473,307,268 △ 17,714,334,408 国からの受託の増

その他の収入 717,473,467 743,366,587 △ 25,893,120

143,277,956,320 168,210,339,344 △ 24,932,383,024

(17,632,567,000) (17,632,567,000) (0) （注１）

支出

一般管理費 0 0 0

（公租公課を除く一般管理費） 0 0 0

うち、人件費（管理系） 0 0 0

うち、物件費 0 0 0

うち、公租公課 0 0 0

89,866,561,460 76,161,442,999 13,705,118,461

(17,632,567,000) (9,004,126,911) (8,628,440,089) （注１）

うち、人件費（事業系） 7,722,732,913 7,507,667,266 215,065,647

82,143,828,547 68,653,775,733 13,490,052,814 翌年度への繰越による減

(17,632,567,000) (9,004,126,911) (8,628,440,089) （注１）

施設整備費補助金経費 6,249,077,000 7,005,763,450 △ 756,686,450 前年度からの繰越による増

国際宇宙ステーション開発費補助金経費 27,006,899,000 32,043,334,721 △ 5,036,435,721 前年度からの繰越による増

地球観測システム研究開発費補助金経費 11,003,118,000 11,002,676,366 441,634

基幹ロケット高度化推進費補助金経費 7,393,328,000 8,045,304,956 △ 651,976,956

受託経費 1,758,972,860 17,354,149,786 △ 15,595,176,926 国からの受託の増

143,277,956,320 151,612,672,278 △ 8,334,715,958

(17,632,567,000) (9,004,126,911) (8,628,440,089) （注１）

（注１）

　下段のカッコ書きは、補正予算（H３ロケットの開発等）による追加分であり、上段の内数であります。

うち、物件費

計

区分

運営費交付金

計

事業費

- 192 -



（単位：円）

 Ｂ．宇宙政策の目標達成に向けた分野横断的な研究開発等の取組

予算額
①

決算額
②

差額
① － ② 備考

収入

16,018,300,785 16,018,300,785 0

(0) (0) (0)

施設整備費補助金 10,000,000 95,661,000 △ 85,661,000 前年度からの繰越による増

国際宇宙ステーション開発費補助金 0 0 0

地球観測システム研究開発費補助金 0 0 0

基幹ロケット高度化推進費補助金 60,000,000 317,844,800 △ 257,844,800 前年度からの繰越による増

受託収入 62,667,436 799,844,221 △ 737,176,785 民間からの受託の増

その他の収入 93,275,407 127,491,184 △ 34,215,777 雑収入の増

16,244,243,628 17,359,141,990 △ 1,114,898,362

(0) (0) (0)

支出

一般管理費 0 0 0

（公租公課を除く一般管理費） 0 0 0

うち、人件費（管理系） 0 0 0

うち、物件費 0 0 0

うち、公租公課 0 0 0

16,111,576,192 15,331,663,472 779,912,720

(0) (0) (0)

うち、人件費（事業系） 3,249,202,268 3,275,834,282 △ 26,632,014

12,862,373,924 12,055,829,190 806,544,734

(0) (0) (0)

施設整備費補助金経費 10,000,000 95,280,000 △ 85,280,000 前年度からの繰越による増

国際宇宙ステーション開発費補助金経費 0 0 0

地球観測システム研究開発費補助金経費 0 0 0

基幹ロケット高度化推進費補助金経費 60,000,000 317,816,357 △ 257,816,357 前年度からの繰越による増

受託経費 62,667,436 719,346,529 △ 656,679,093 民間からの受託の増

16,244,243,628 16,464,106,358 △ 219,862,730

(0) (0) (0)
計

区分

運営費交付金

計

事業費

うち、物件費

- 193 -



（単位：円）

 Ｃ．航空科学技術

予算額
①

決算額
②

差額
① － ② 備考

収入

8,161,647,540 8,161,647,540 0

(0) (0) (0)

施設整備費補助金 400,000,000 724,967,000 △ 324,967,000 前年度からの繰越による増

国際宇宙ステーション開発費補助金 0 0 0

地球観測システム研究開発費補助金 0 0 0

基幹ロケット高度化推進費補助金 0 0 0

受託収入 451,682,222 530,192,246 △ 78,510,024 民間からの受託の増

その他の収入 40,500,619 48,002,652 △ 7,502,033 雑収入の増

9,053,830,381 9,464,809,438 △ 410,979,057

(0) （0） (0)

支出

一般管理費 0 0 0

（公租公課を除く一般管理費） 0 0 0

うち、人件費（管理系） 0 0 0

うち、物件費 0 0 0

うち、公租公課 0 0 0

8,202,148,159 8,119,504,863 82,643,296

(0) (0) （0）

うち、人件費（事業系） 2,039,999,143 2,044,878,293 △ 4,879,150

6,162,149,016 6,074,626,570 87,522,446

(0) (0) （0）

施設整備費補助金経費 400,000,000 723,257,000 △ 323,257,000 前年度からの繰越による増

国際宇宙ステーション開発費補助金経費 0 0 0

地球観測システム研究開発費補助金経費 0 0 0

基幹ロケット高度化推進費補助金経費 0 0 0

受託経費 451,682,222 507,088,393 △ 55,406,171 民間からの受託の増

9,053,830,381 9,349,850,256 △ 296,019,875

(0) (0) （0）
計

区分

運営費交付金

計

事業費

うち、物件費
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（単位：円）

 Ｄ．宇宙航空政策の目標達成を支えるための取組

予算額
①

決算額
②

差額
① － ② 備考

収入

12,649,130,214 12,649,130,214 0

(0) (0) (0)

施設整備費補助金 281,402,000 448,711,000 △ 167,309,000 前年度からの繰越による増

国際宇宙ステーション開発費補助金 0 0 0

地球観測システム研究開発費補助金 0 0 0

基幹ロケット高度化推進費補助金 0 0 0

受託収入 26,677,482 66,209,220 △ 39,531,738 民間からの受託の増

その他の収入 115,960,732 27,489,320 88,471,412 雑収入の減

13,073,170,428 13,191,539,754 △ 118,369,326

(0) (0) (0)

支出

一般管理費 0 0 0

（公租公課を除く一般管理費） 0 0 0

うち、人件費（管理系） 0 0 0

うち、物件費 0 0 0

うち、公租公課 0 0 0

12,765,090,946 12,605,051,252 160,039,694

(0) (0) (0)

うち、人件費（事業系） 1,602,619,153 1,655,516,740 △ 52,897,587

11,162,471,793 10,949,534,512 212,937,281

(0) (0) (0)

施設整備費補助金経費 281,402,000 428,327,220 △ 146,925,220 前年度からの繰越による増

国際宇宙ステーション開発費補助金経費 0 0 0

地球観測システム研究開発費補助金経費 0 0 0

基幹ロケット高度化推進費補助金経費 0 0 0

受託経費 26,677,482 1,065,323,727 △ 1,038,646,245 受託に係る間接費の増

13,073,170,428 14,098,702,199 △ 1,025,531,771

(0) (0) (0)
計

区分

運営費交付金

計

事業費

うち、物件費

- 195 -



（単位：円）

 Ｅ．情報収集衛星に係る政府からの受託

予算額
①

決算額
②

差額
① － ② 備考

収入

0 0 0

(0) (0) (0)

施設整備費補助金 0 0 0

国際宇宙ステーション開発費補助金 0 0 0

地球観測システム研究開発費補助金 0 0 0

基幹ロケット高度化推進費補助金 0 0 0

受託収入 28,538,178,035 25,191,125,858 3,347,052,177 国からの受託の減

その他の収入 0 0 0

28,538,178,035 25,191,125,858 3,347,052,177

(0) （0） (0)

支出

一般管理費 0 0 0

（公租公課を除く一般管理費） 0 0 0

うち、人件費（管理系） 0 0 0

うち、物件費 0 0 0

うち、公租公課 0 0 0

0 0 0

(0) (0) （0）

うち、人件費（事業系） 0 0 0

0 0 0

(0) (0) （0）

施設整備費補助金経費 0 0 0

国際宇宙ステーション開発費補助金経費 0 0 0

地球観測システム研究開発費補助金経費 0 0 0

基幹ロケット高度化推進費補助金経費 0 0 0

受託経費 28,538,178,035 25,357,612,023 3,180,566,012 国からの受託の減

28,538,178,035 25,357,612,023 3,180,566,012

(0) (0) （0）
計

区分

運営費交付金

計

事業費

うち、物件費
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（単位：円）

法人共通

予算額
①

決算額
②

差額
① － ② 備考

収入

4,715,358,468 4,715,358,468 0

(0) (0) (0)

施設整備費補助金 0 0 0

国際宇宙ステーション開発費補助金 0 0 0

地球観測システム研究開発費補助金 0 0 0

基幹ロケット高度化推進費補助金 0 0 0

受託収入 0 0 0

その他の収入 32,789,775 47,628,732 △ 14,838,957 雑収入の増

4,748,148,243 4,762,987,200 △ 14,838,957

(0) (0) (0)

支出

一般管理費 4,748,148,243 4,721,516,791 26,631,452

（公租公課を除く一般管理費） 3,879,138,893 3,824,607,420 54,531,473

うち、人件費（管理系） 1,949,582,334 1,930,480,115 19,102,219

うち、物件費 1,929,556,559 1,894,127,305 35,429,254

うち、公租公課 869,009,350 896,909,371 △ 27,900,021

0 0 0

(0) (0) (0)

うち、人件費（事業系） 0 0 0

0 0 0

(0) (0) (0)

施設整備費補助金経費 0 0 0

国際宇宙ステーション開発費補助金経費 0 0 0

地球観測システム研究開発費補助金経費 0 0 0

基幹ロケット高度化推進費補助金経費 0 0 0

受託経費 0 449,858,667 △ 449,858,667 受託に係る一般管理費の増

4,748,148,243 5,171,375,458 △ 423,227,215

(0) (0) (0)
計

区分

運営費交付金

計

事業費

うち、物件費
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（単位：円）

合計

予算額
①

決算額
②

差額
① － ② 備考

収入

130,693,525,000 130,693,525,000 0

(17,632,567,000) (17,632,567,000) (0) （注１）

施設整備費補助金 6,940,479,000 8,373,127,551 △ 1,432,648,551 前年度からの繰越による増

国際宇宙ステーション開発費補助金 27,006,899,000 32,172,867,577 △ 5,165,968,577 前年度からの繰越による増

地球観測システム研究開発費補助金 11,003,118,000 11,450,918,000 △ 447,800,000

基幹ロケット高度化推進費補助金 7,453,328,000 8,434,848,168 △ 981,520,168 前年度からの繰越による増

受託収入 30,838,178,035 46,060,678,813 △ 15,222,500,778 国等からの受託の増

その他の収入 1,000,000,000 993,978,475 6,021,525

214,935,527,035 238,179,943,584 △ 23,244,416,549

(17,632,567,000) (17,632,567,000) (0) （注１）

支出

一般管理費 4,748,148,243 4,721,516,791 26,631,452

（公租公課を除く一般管理費） 3,879,138,893 3,824,607,420 54,531,473

うち、人件費（管理系） 1,949,582,334 1,930,480,115 19,102,219

うち、物件費 1,929,556,559 1,894,127,305 35,429,254

うち、公租公課 869,009,350 896,909,371 △ 27,900,021

126,945,376,757 112,217,662,586 14,727,714,171

(17,632,567,000) (9,004,126,911) (8,628,440,089) （注１）

うち、人件費（事業系） 14,614,553,477 14,483,896,581 130,656,896

112,330,823,280 97,733,766,005 14,597,057,275 翌年度への繰越による減

(17,632,567,000) (9,004,126,911) (8,628,440,089) （注１）

施設整備費補助金経費 6,940,479,000 8,252,627,670 △ 1,312,148,670 前年度からの繰越による増

国際宇宙ステーション開発費補助金経費 27,006,899,000 32,043,334,721 △ 5,036,435,721 前年度からの繰越による増

地球観測システム研究開発費補助金経費 11,003,118,000 11,002,676,366 441,634

基幹ロケット高度化推進費補助金経費 7,453,328,000 8,363,121,313 △ 909,793,313 前年度からの繰越による増

受託経費 30,838,178,035 45,453,379,125 △ 14,615,201,090 国等からの受託の増

214,935,527,035 222,054,318,572 △ 7,118,791,537

(17,632,567,000) (9,004,126,911) (8,628,440,089) （注１）
計

区分

運営費交付金

計

事業費

うち、物件費
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